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一般財団法人 ＪＣＣＰ国際石油・ガス・持続可能エネルギー協力機関 

takayama kazuko
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(単位：円）

当　年　度 前　年　度 増　減
Ⅰ　資産の部

１．流動資産
現金預金 73,191,622 103,554,576 △ 30,362,954
未収金 3,794,379 21,692,032 △ 17,897,653
前払金 12,653,097 8,744,263 3,908,834
仮払金 0 171,232 △ 171,232
立替金 9,520,920 0 9,520,920

流動資産合計 99,160,018 134,162,103 △ 35,002,085

２．固定資産
（１）基本財産

普通預金 24,209,260 6,700,260 17,509,000
投資有価証券 640,864,800 736,493,200 △ 95,628,400

基本財産合計 665,074,060 743,193,460 △ 78,119,400
（２）特定資産

建物付属設備 6,570,707 7,278,755 △ 708,048
機械装置 51,905,061 8,014,658 43,890,403
什器備品 21,744,747 4,929,254 16,815,493
ソフトウェア 6,743,848 8,192,534 △ 1,448,686
退職給付引当資産 79,467,700 59,363,800 20,103,900
減価償却引当資産 105,530,318 117,381,907 △ 11,851,589

特定資産合計 271,962,381 205,160,908 66,801,473
（３）その他固定資産

建物付属設備 5,243,283 6,844,023 △ 1,600,740
什器備品 2,668,547 2,700,737 △ 32,190
電話加入権 1,391,852 1,391,852 0
敷金・保証金 394,019 394,019 0
投資有価証券 321,773,000 383,424,000 △ 61,651,000

その他固定資産合計 331,470,701 394,754,631 △ 63,283,930
固定資産合計 1,268,507,142 1,343,108,999 △ 74,601,857

資産合計 1,367,667,160 1,477,271,102 △ 109,603,942

Ⅱ　負債の部
１．流動負債

未払金 6,721,306 1,317,206 5,404,100
預り金 924,160 1,002,308 △ 78,148
短期借入金 110,000,000 110,000,000 0
前受金 9,000,000 6,000,000 3,000,000
賞与引当金 15,639,858 14,799,122 840,736

流動負債合計 142,285,324 133,118,636 9,166,688
２．固定負債

退職給付引当金 79,467,700 59,363,800 20,103,900
固定負債合計 79,467,700 59,363,800 20,103,900

負債合計 221,753,024 192,482,436 29,270,588

Ⅲ　正味財産の部
１．指定正味財産

補助金 155,249,635 106,351,480 48,898,155
寄付金 665,074,060 743,193,460 △ 78,119,400

指定正味財産合計 820,323,695 849,544,940 △ 29,221,245
（うち基本財産への充当額） (665,074,060) (743,193,460) (△ 78,119,400)
（うち特定資産への充当額） (155,249,635) (106,351,480) (48,898,155)

２．一般正味財産 325,590,441 435,243,726 △ 109,653,285
（うち特定資産への充当額） (37,245,046) (39,445,628) (△ 2,200,582)

正味財産合計 1,145,914,136 1,284,788,666 △ 138,874,530
負債及び正味財産合計 1,367,667,160 1,477,271,102 △ 109,603,942

科　　　　　　　　　　　　目

貸　借　対　照　表
令和8年3月31日現在
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（単位：円）
当年度 前年度 増 減

Ⅰ 一般正味財産増減の部
1. 経常増減の部

(1) 経常収益
① 基本財産運用益 16,067,313 6,725,914 9,341,399
② 受取会費 42,000,000 43,500,000 △ 1,500,000
③ 受取分担金 412,305,593 547,699,776 △ 135,394,183

41,723,950 46,223,103 △ 4,499,153
基盤整備事業分担金 370,581,643 501,476,673 △ 130,895,030

④ 受取補助金等 1,384,237,146 1,501,988,252 △ 117,751,106
国庫補助金 1,384,237,146 1,501,988,252 △ 117,751,106

⑤ 雑益 10,984,213 6,501,038 4,483,175
受取利息等 10,984,213 6,501,038 4,483,175

経常収益計 1,865,594,265 2,106,414,980 △ 240,820,715
(2) 経常費用

① 事業費 1,796,542,739 2,049,688,028 △ 253,145,289
高度人材育成支援事業 730,523,250 776,475,889 △ 45,952,639
事業環境整備事業 1,066,019,489 1,273,212,139 △ 207,192,650

② 管理費 111,572,708 70,778,418 40,794,290
人件費 82,716,040 46,827,306 35,888,734
管理諸費 28,856,668 23,951,112 4,905,556

③ 支払利息 1,635,834 4,071,551 △ 2,435,717
経常費用計 1,909,751,281 2,124,537,997 △ 214,786,716

評価損益等調整前当期経常増減額 △ 44,157,016 △ 18,123,017 △ 26,033,999
投資有価証券評価損益等 △ 65,496,269 △ 5,230,397 △ 60,265,872
評価損益等計 △ 65,496,269 △ 5,230,397 △ 60,265,872
当期経常増減額 △ 109,653,285 △ 23,353,414 △ 86,299,871

2. 経常外増減の部
(1) 経常外収益

① 受取補助金等 26 11 15
経常外収益計 26 11 15

(2) 経常外費用
① 固定資産除却損 26 12 14
経常外費用計 26 12 14

当期経常外増減額 0 △ 1 1
当期一般正味財産増減額 △ 109,653,285 △ 23,353,415 △ 86,299,870
一般正味財産期首残高 435,243,726 458,597,141 △ 23,353,415
一般正味財産期末残高 325,590,441 435,243,726 △ 109,653,285

Ⅱ 指定正味財産増減の部
① 受取補助金 76,096,391 4,700,000 71,396,391
② 基本財産評価損益等 △ 88,669,530 △ 73,865,540 △ 14,803,990
③ 一般正味財産への振替額 △ 16,648,106 △ 24,755,563 8,107,457

当期指定正味財産増減額 △ 29,221,245 △ 93,921,103 64,699,858
指定正味財産期首残高 849,544,940 943,466,043 △ 93,921,103
指定正味財産期末残高 820,323,695 849,544,940 △ 29,221,245

Ⅲ 正味財産期末残高 1,145,914,136 1,284,788,666 △ 138,874,530

高度人材育成事業分担金

正味財産増減計算書
令和7年 4月 1日から令和8年 3月31日まで

科　　目
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（単位：円）
その他会計

産油・産ガス国高度
人材育成支援事業

産油・産ガス国事業
環境整備事業

小計 特定事業

Ⅰ　一般正味財産増減の部
1.経常増減の部

(1)経常収益
①基本財産運用益 0 0 0 0 16,067,313 0 16,067,313
②受取会費 0 0 0 0 42,000,000 0 42,000,000
③受取分担金 41,723,950 370,581,643 412,305,593 0 0 0 412,305,593

41,723,950 0 41,723,950 0 0 0 41,723,950
基盤整備事業分担金 0 370,581,643 370,581,643 0 0 0 370,581,643

④受取補助金等 688,799,300 695,437,846 1,384,237,146 0 0 0 1,384,237,146
国庫補助金 688,799,300 695,437,846 1,384,237,146 0 0 0 1,384,237,146

⑤雑益 0 0 0 0 10,984,213 0 10,984,213
受取利息等 0 0 0 0 10,984,213 0 10,984,213

経常収益計 730,523,250 1,066,019,489 1,796,542,739 0 69,051,526 0 1,865,594,265
(2)経常費用

①事業費 730,523,250 1,066,019,489 1,796,542,739 0 0 0 1,796,542,739
高度人材育成支援事業 730,523,250 0 730,523,250 0 0 0 730,523,250
事業環境整備事業 0 1,066,019,489 1,066,019,489 0 0 0 1,066,019,489

②管理費 0 0 0 0 111,572,708 0 111,572,708
人件費 82,716,040 82,716,040
管理諸費 28,856,668 28,856,668

③支払利息 0 0 0 0 1,635,834 0 1,635,834
経常費用計 730,523,250 1,066,019,489 1,796,542,739 0 113,208,542 0 1,909,751,281

0 0 0 0 △ 44,157,016 0 △ 44,157,016
投資有価証券評価損益等 0 0 0 0 △ 65,496,269 0 △ 65,496,269
評価損益等計 0 0 0 0 △ 65,496,269 0 △ 65,496,269
当期経常増減額 0 0 0 0 △ 109,653,285 0 △ 109,653,285

2.経常外増減の部
(1)経常外収益

①受取補助金 2 24 26 0 0 0 26
経常外収益計 2 24 26 0 0 0 26

(2)経常外費用
①固定資産除却損 2 24 26 0 0 0 26
経常外費用計 2 24 26 0 0 0 26

当期経常外増減額 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 △ 109,653,285 0 △ 109,653,285

当期一般正味財産増減額 0 0 0 0 △ 109,653,285 0 △ 109,653,285
一般正味財産期首残高 253,718,796 △ 1,349,264 252,369,532 0 182,874,194 0 435,243,726
一般正味財産期末残高 253,718,796 △ 1,349,264 252,369,532 0 73,220,909 0 325,590,441

Ⅱ　指定正味財産増減の部
①受取補助金 46,408,384 29,688,007 76,096,391 0 0 0 76,096,391
②基本財産評価損益等 0 0 0 0 △ 88,669,530 0 △ 88,669,530
③一般正味財産への振替額 △ 4,318,084 △ 13,229,145 △ 17,547,229 △ 680,996,822 681,895,945 0 △ 16,648,106

当期指定正味財産増減額 42,090,300 16,458,862 58,549,162 △ 680,996,822 593,226,415 0 △ 29,221,245
指定正味財産期首残高 14,325,648 92,025,832 106,351,480 680,996,822 62,196,638 0 849,544,940
指定正味財産期末残高 56,415,948 108,484,694 164,900,642 0 655,423,053 0 820,323,695

Ⅲ　正味財産期末残高 310,134,744 107,135,430 417,270,174 0 728,643,962 0 1,145,914,136

評価損益当調整前当期計上増減額

他会計振替前当期一般正味財産増減額

正味財産増減計算書内訳表
令和7年 4月 1日から令和8年3月31日まで

科　　目 法人会計 合計
内部
取引
消去

実施事業等会計

高度人材育成事業分担金
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財務諸表に対する注記

１．重要な会計方針

  (2)有価証券の評価基準及び評価方法
　　 その他有価証券（時価のあるもの）・・・期末日の市場価格等に基づく時価法

　(5)リース取引の処理方法
　　 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンスリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に

  (1)公益法人会計基準の運用指針（令和６年１２月、内閣府公益認定等委員会）第７項の経過措置により、改正前の公益法人会計基準を　　　　　　　　　
　　　適用している。

　　 準じた会計処理をしている。

　(6)消費税等の会計処理

　(3)固定資産の減価償却の方法
　　 建物付属設備・機械装置・什器備品及びソフトウェア・・・定額法による減価償却を実施している。

　(4)引当金の計上基準
　　 賞与引当金・・・従業員に対する賞与に備えるため、当事業年度末の支給見込み額基準で計上している。
　　 退職給付引当金・・・従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末退職給与の自己都合要支給額に相当する金額を計上している。

　　 消費税等は、税込方式によって会計処理している。

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高
　　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

(単位：円) 
科　　　　　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産
普通預金 6,700,260 17,509,000 0 24,209,260
投資有価証券 736,493,200 341,963,271 437,591,671 640,864,800

小　　　　　　計 743,193,460 359,472,271 437,591,671 665,074,060
特定資産

建物付属設備 7,278,755 843,964 1,552,012 6,570,707
機械装置 8,014,658 52,660,000 8,769,597 51,905,061
什器備品 4,929,254 20,007,427 3,191,934 21,744,747
ソフトウェア 8,192,534 2,585,000 4,033,686 6,743,848
退職給付引当資産 59,363,800 20,103,900 0 79,467,700

合　　　　　　計 948,354,368 455,672,562 466,990,489 937,036,441

減価償却引当資産 117,381,907 0 11,851,589 105,530,318
小　　　　　　計 205,160,908 96,200,291 29,398,818 271,962,381

対応する額）
基本財産

３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳
　　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

(単位：円) 

科　　　　　　目 当期末残高
（うち指定正味財 （うち一般正味財 （うち負債に
産からの充当額） 産からの充当額）

普通預金 24,209,260 (24,209,260) (0) (0)
投資有価証券 640,864,800 (640,864,800) (0) (0)

小　　　　　　計 665,074,060 (665,074,060) (0) (0)
特定資産

建物付属設備 6,570,707 (6,570,707) (0) (0)
機械装置 51,905,061 (51,905,061) (0) (0)
什器備品 21,744,747 (21,744,747) (0) (0)
ソフトウェア 6,743,848 (6,743,848) (0) (0)
退職給付引当資産 79,467,700 (0) (0) (79,467,700)
減価償却引当資産 105,530,318 (68,285,272) (37,245,046) (0)

小　　　　　　計 271,962,381 (155,249,635) (37,245,046) (79,467,700)
合　　　　　　計 937,036,441 (820,323,695) (37,245,046) (79,467,700)
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経済産業
省

　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。
(単位：円) 

科　　　　　　目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

４．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

什器備品 69,544,554 45,131,260 24,413,294
ソフトウェア 13,873,546 7,129,698 6,743,848

建物付属設備 119,017,526 107,203,536 11,813,990
機械装置 129,942,030 78,036,969 51,905,061

合　　　　　　計 332,377,656 237,501,463 94,876,193

５．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高
　　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

(単位：円) 

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

合　　　　　　計 106,351,480 66,445,384 16,648,106 155,249,635

貸借対照表上
の記載区分

産油国石油精製技術等
対策事業費補助金

106,351,480 66,445,384 16,648,106 155,249,635 指定正味財産

減価償却費計上に伴う振替額 16,648,080
経常外収益への振替額
固定資産除却損計上に伴う振替額 26

６．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳
　　指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

(単位：円) 
内　　　　　　容 金　　　額

経常収益への振替額

合　　　　　　計 16,648,106

- 5 -



    基本財産及び特定資産の明細は、財務諸表に対する注記に記載しているので省略する。

附属明細書

１．基本財産及び特定資産の明細

15,639,858

２．引当金の明細

（単位：円）

科目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高
目的使用 その他

賞与引当金 14,799,122 15,639,858 14,799,122 0

- 6 -

退職給付引当金 59,363,800 20,103,900 0 0 79,467,700



ぢ虫

2026年 5月 16日

一般財団法人 JCCP国際石油・ガス・持続可能エネルギー協力機関

理事長 西 克司 様
福留靖公認会計士事務所

千葉県船橋市

公認会計士

監査意見

私は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律第 199条 において準用する同法第

124条第 2項第 1号の規定に基づく監査に準じて、一般財団法人 JCCP国際石油・ガス・

持続可能エネルギー脇力機関人の 2025年 4月 1日 から2026年 3月 31日 までの事業年度

の貸借対照表、損益計算書 (公益認定等ガイドライン第 8章第 1節第 3の定めによる「正

味財産増減計算書Jを いう。)及び財務諸表に対する注記並びに附属明細書について監査

し、あわせて、貸借対照表内訳表及び正味財産増減計算書内訳表 (以下、これらの監査の

対象書類を「財務諸表等Jと いう。)について監査を行った。

私は、上記の財務諸表等が、我が国において一般に公正妥当と認められる公益法人会計の

基準に準拠して、当該財務諸表等に係る期間の財産及び損益 (正味財産増減)の状況を、

全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

私は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準における私の責任は、「財務諸表等の監査における監査人の責任」に記載

されている。私は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、法人から独立してお

り、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。私は、意見表明の基礎

となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容

その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。理事者の責任は、その他の

記載内容を作成し開示することにある。また、監事の責任は、その他の記載内容の報告プ

ロセスの整備及び運用における理事の職務の執行を監視することにある。

私の財務諸表等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておら式 私はそ

の他の記載内容に対 して意見を表明するものではない。

財務諸表等の監査における私の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程におい

癌 冒 考



て、その他の記載内容と財務諸表等又は私が監査の過程で得た知識との間に重要な相違が

あるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要

な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

私は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤 りがあると判断した場合に

は、その事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、私が報告すべき事項はない。

財務諸表等に対する理事者及び監事の責任

理事者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる公益法人会計の基準に準拠

して財務諸表等を作成 し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要

な虚偽表示のない財務諸表等を作成し適正に表示するために理事者が必要と判断した内部

統制を整備及び運用することが含まれる。

財務諸表等を作成するに当たり、理事者は、継続組織の前提に基づき財務諸表等を作成す

ることが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる公益

法人会計の基準に基づいて継続組織に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項

を開示する責任がある。

監事の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における理事の職務の執行を監視するこ

とにある。

財務諸表等の監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表等に不正又

は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書に

おいて独立の立場から財務諸表等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正

又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表等の利用者の意

思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程

を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示ジスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表

示リスクに対応 した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判

断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 財務諸表等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものでは

ないが、監査人は、 ジスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案する
ために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 理事者が採用 した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに理事者によって行われ

た会計上の見積 りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 理事者が継続組織を前提として財務諸表等を作成することが適切であるかどうか、ま



た、入手した監査証拠に基づき、継続組織の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又

は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続組織の前提に関す

る重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表等の注記事項に注意

を喚起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表等の注記事項が適切でない場合

は、財務諸表等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論

は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

法人は継続組織として存続できなくなる可能性がある。

・ 財務諸表等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる公益

法人会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を合めた財務諸表等

の表示、構成及び内容、並びに財務諸表等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示して

ヤヽるかどうかを評イ面する。

監査人は、監事に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し

た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められてい

るその他の事項について報告を行う。

利害関係

法人と私との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上



 
 

監 査 報 告 

 

一般財団法人 JCCP国際石油・ガス・持続可能エネルギー協力機関 

 理事長 西 克司 殿 

 

 私は、令和 7年 4月 1日から令和 8年 3月 31日までの令和 7年度の理事の職務の執行を

監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。 

 

１．監査の方法及びその内容 

監事は、理事及び使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努める

とともに、理事会その他重要な会議に出席し、理事及び使用人等からその職務の執行状況に

ついて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、業務及び財産の

状況を調査いたしました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属

明細書について検討いたしました。 

さらに、会計帳簿又はこれに関する資料の調査を行い、当該事業年度に係る財務諸表等

（貸借対照表、正味財産増減計算書及びその附属明細書)について検討いたしました。 

 

２．監査の結果 

 (1) 事業報告等の監査結果 

  一 事業報告書は、法令及び定款に従い、法人の状況を正しく示しているものと認めま

す。 

  二 理事の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事

実は認められません。 

 (2) 財務諸表等及びその附属明細書の監査結果 

   財務諸表等及びその附属明細書は、法人の財産及び損益の状況をすべての重要な点 

において適正に表示しているものと認めます。 

 

令和 8年 5月 22日 

一般財団法人 

JCCP国際石油・ガス・持続可能エネルギー協力機関 

                      監事   石塚 貴裕      

 

  



 
 

監 査 報 告 

 

一般財団法人 JCCP国際石油・ガス・持続可能エネルギー協力機関 

 理事長 西 克司 殿 

 

 私は、令和 7年 4月 1日から令和 8年 3月 31日までの令和 7年度の理事の職務の執行を

監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。 

 

１．監査の方法及びその内容 

各監事は、理事及び使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努め

るとともに、理事会その他重要な会議に出席し、理事及び使用人等からその職務の執行状況

について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、業務及び財産

の状況を調査いたしました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附

属明細書について検討いたしました。 

さらに、会計帳簿又はこれに関する資料の調査を行い、当該事業年度に係る財務諸表等

（貸借対照表、正味財産増減計算書及びその附属明細書)について検討いたしました。 

 

２．監査の結果 

 (1) 事業報告等の監査結果 

  一 事業報告書は、法令及び定款に従い、法人の状況を正しく示しているものと認めま

す。 

  二 理事の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事

実は認められません。 

 (2) 財務諸表等及びその附属明細書の監査結果 

   財務諸表等及びその附属明細書は、法人の財産及び損益の状況をすべての重要な点 

において適正に表示しているものと認めます。 

 

令和 8年 5月 22日 

一般財団法人 

JCCP国際石油・ガス・持続可能エネルギー協力機関 

監事   渡邊 厚夫        

 

 




